
■エネルギー施策懇話会の検討結果の全体像 別紙１

全
国
で
の
活
用
を
可
能
と
す
る

事
業
環
境
整
備

地
域
で
の
活
用

導入量

・足下では系統制約
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更
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の開発拡大

・プッシュ型系統形成により、

系統制約解消の可能性

なる新エネ導
入

・大規模卒FIT

電源が出現

ネットワーク増強はもとより、
既存系統の有効活用や新技術活
用により、新エネの更なる導入
拡大が可能

小規模安定電源の優先的な系統
接続により、災害時に対応でき
るネットワーク構築が可能

新たな電力システムへの対応

道内で活用

・需要と供給が双方向化

する新たな電力システムへ
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ブラックアウトの

教訓も活かした

安定性･経済性を

支える環境づくり

新たな電力

システムの構築

大規模新エネの事業環境整備
（エネルギー基地北海道）

需給一体型の新エネ活用促進
(家庭･大口需要家･地域､省エネ)

需給一体型の新エネ活用は、地
域活性化、レジリエンス強化、
まちづくりなど、エネルギー供
給にとどまらない意義があり、
推進が必要

前提として省エネ加速化が必要

・水素の

有効利用

＜対応方向＞
○大規模卒FIT電源の自立モデルの検討
○全道的な理解による洋上風力導入と道
内関連産業参入の促進

○ CO2フリー水素の有効利用の検討 など
CO2

・エネルギー基地北海道の確立

需給一体型

道内で活用

・エネルギー地産地消

による地域内経済循環

の形成

・3E+Sを叶えた

需給一体型の新エネ活用

が一般化

全国での活用に向けた事業環
境整備や道民理解の促進が重
要

道内の地域経済活性化や環境
への配慮、国のエネルギー
ミックスへの貢献が必要

（2030年頃）

基本的な考え方 対応方向（今後10年程度の流れ） 将来の姿（イメージ）検討テーマ

国が掲げる

再エネの

主力電源化

＜対応方向＞
○省エネの徹底と新エネとの連携拡大
○家庭内リソース活用と多様な自家消
費モデルの拡大

○気候変動対応への要求の高まりなど
と結びつけた企業等の取組の加速化

○まちづくりなどと連携した地域全体
での分散型リソース活用 など

＜対応方向＞
○新エネの更なる導入拡大を見据えた北本連系や道内地域間ネットワークの増強
○既存系統の有効活用や分散型リソースの活用による地域マイクログリッド技術
の検討

○ネットワーク安定化や災害対策に資する小規模安定電源の一層の導入促進
○ VPP、DRといった新たな技術の活用や関連ビジネスの育成・誘致など

・地域資源活用による

新エネの最大限活用



■新たな電力システムへの対応 別紙２
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○新エネの更なる導入を見

据えた検討

＜検討の視点例＞
 費用対効果を考慮
 広域的、効果的な系統運用
 レジリエンスを高めることが
可能な系統形成

 エネルギーミックス達成と
いった国施策との整合

○分散型リソース等を最大
限活用するためのマイク
ログリッド技術・制度設
計の検討
○本道にふさわしい地域マ
イクログリッドのビジネ
スモデルの検討
○国の制度整備に関する情
報収集

○ネットワーク安定化や災

害対策に資する小規模安

定電源の一層の導入促進

○小規模安定電源が優先的

に系統接続されることを

国に要望

○VPP、DRといった新たな

技術を活用した本道なら

ではの需給一体型モデル

の検討

○関連ビジネスの育成・誘

致

道内NW

地内系統

連系線

都市部

地域間連系線の増強に係
る検討・国への要望

道内地域間NW増強に
係る検討・国への要望

小規模安定電源の優先接続を要望

地方部

効率的なNW形成に向けた分
散型リソースの最大限活用

⇒独立した地域MG化（系統の
スリム化）によりNWコスト
削減の可能性

＜基本的な考え方＞

北本連系の更なる増強や、道内地域間ネットワークの増強により、新エネの更なる導入拡大が可能となる。

既存系統の有効活用や地域マイクログリッドなど新たな技術の活用により、系統制約を克服し、新エネルギーの更なる導

入拡大につなげることが可能となる。

地熱、バイオマス、水力の小規模安定電源の優先的な系統接続により、災害時には系統から遮断して対応できる地域の電

力ネットワークの構築が可能となる。

国の電力ネットワーク改革の検討状況を踏まえつつ、VPPやDRなど新たな技術の活用可能性について検討することで、電

力の安定供給やエネルギーコストの削減、さらには新たなビジネスの創出につなげることが可能となる。

＜イメージ＞

道外NW

需要側のエネルギー
リソースの活用も含
めた柔軟な系統運用
を国に要望

地域内のレジリエンス強化

地方部のポテンシャルを活かした
需給一体型の新エネ活用促進

地方部のポテンシャルを活かし、

地域特性に合わせた需給一体型の
新エネ活用促進ERAB(VPP・

DR)の拡大に向
けた検討

VPP・DRの拡
大に向けた検討



■需給一体型の新エネ活用促進 別紙３

【家庭】

【運輸】

【大口需要家】

○家庭での適用

 家庭内リソース活用による多様

な自家消費モデルの拡大

 暖房需要の脱炭素の加速化に向

けた消費構造の転換

○大口需要家での適用

 気候変動対応への要求の高まり

などと結びつけた取組の加速化

 企業イメージ向上に本道の豊富

なエネルギーの活用を促進

○地域（地産地消）での適用

 分散型リソースを組み合わせた

エネルギーシステム構築

 まちづくりなどと連携した地域

全体での新エネ活用拡大

○徹底した省エネ推進

○ZEBやZEHの普及拡大

○次世代自動車普及とイン

フラ整備の一体的な推進

○新エネとの連携拡大

 PVやEVなど新エネを活用した

地域全体での省エネ拡大

 暖房等への新エネの熱利用

エネルギー地産地消による地域内循環が形成
安全性、安定供給、経済効率性、環境への適合を
叶えた需給一体型の新エネ活用が一般化

資源・エネルギー・資金の地域内循環確立
新エネ関連産業の創出による経済循環確立
新エネ産業の雇用拡大
人材育成の仕組みが確立され、地域で活躍
する専門職が増加

将来の絵姿

VPP・DR技術を活用し、
需要側のリソースを集約

地域活用電源

蓄電池 コジェネ

ステーション

対応方向

水素の有効活用

余剰電力による売電
により需要側にもた
らされる収入

BEMS

FEMS

太陽光発電

高効率
エアコン

LED照明

地中熱ヒートポンプ

HEMS

見える化

スマート
メータ

高気密
高断熱

屋根上PV

遠隔制御

蓄電池
EV等

見える化

新築住宅はZEH化、寒冷地対応型設備
やHEMSで消費エネルギーは実質ゼロ

次世代型ヒートポンプ等により暖房・
給湯を脱炭素化

レジリエンスの確保（BCP・LCPの確立）
地域の防災計画との一体化

病院 公共施設

新エネの熱やEV等への利用拡大が進む
電気･熱･自動車といった需要側のエネ
ルギーリソース最大限活用

新築建物はZEB化、寒冷地対応型設備
やBEMSで消費エネルギーは実質ゼロ

 EV、FCVが一般化

関連インフラが整備

地域バイオマスの活用など地域課
題の解決手法として新エネを活用

余剰電力
融通

余剰電力
融通

業務用
空調

業務用
HP給湯器

大型
蓄電池

自家発
PV

コジェネ
自家発電機

地域資源エネルギー活用など
住民・事業者の環境意識が定着

まちづくりと連携した暮らしと一体と
なったエネルギーの有効活用の取組が
進む

【地域】

需
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用
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需
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規
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に
応
じ
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促
進

 VPPやDRなどの技術を活用し、地域内
でエネルギーを面的に融通して最適に
活用する社会



■エネルギー基地北海道（大規模新エネの事業環境整備） 別紙４
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○全道的な理解促進による

導入拡大
 ポテンシャル活用、地域経済

への波及効果、エネルギー

ミックスへの貢献の観点から

の取組推進

 海域の先行利用者や地域の理

解促進

○道内関連産業への参入促進
 建設、メンテナンスへの参入

促進の取組や人材確保・育成

の仕組みづくり

○安価な電源としての長

期安定的な有効利用
 メンテナンス体制確立と持

続的な再投資につながる事

業モデル構築

 アグリゲータ等の受け入れ

環境づくり

○自立モデルの検討
 地域経済への貢献が図られ

る自立型のモデル検討
大
規
模
新
エ
ネ
の
事
業
環
境
整
備

フ
リ
ー
水
素
の
有
効
活
用

○コスト削減に向けた生産
地と消費エリアを近接化
した取組促進

○環境価値をインセンティ
ブ化する仕組みづくりに
ついて国に働きかけ

○道内産業でのFCVやエネ
ファームの有効活用

○現行エネルギーの代替検
討

【水素の有効活用】

将来の絵姿

【大規模卒FIT電源】

【道内需要】

エネルギー地産地消による地域内循環が形成

安価な電源として
地域経済に貢献

【洋上風力発電】洋上風力発電
と地域の漁業
が共存共栄

道
外
移
出

洋上風力のメンテナンス
事業などの関連産業の拡
大、拠点港の整備などに
より地域経済が活性化

製造（水電気＆改質）

ステーション

ステーション

VPP・DRの拡大

道内での活用

全国大での活用

対応方向

エネルギー基地北海道が確立し、再エネ主力電源化に貢献地域資源活用により道内の新エネが最大限度活用

 CO2フリーエネルギーの北海道ブランド確立
により他県エネルギーとの競争力が強化され
道外需要が拡大

水素ステーションの整備

によりFCトラックやFC

バスが一般化し、CO2フ

リー水素を活用したエネ

ルギーの貯蔵や道外への

移出が増加

¥

市民参加の小口投資
やESG投資で事業資
金の確保が容易に

新エネ関連産業による経済循環確立
新エネ産業の雇用拡大
地域で活躍する専門職が増加

CO2

分散型エネルギーリソース等をVPPを用い
て束ね、DR等を活用し、系統運用者の調整
力や、需要家のエネルギーコスト削減等の
価値を提供する、エネルギーリソースアグ
リゲーションビジネスが拡大


